
科学技術と社会をつなぐ人材育成に関する主な取組例 
 

１．文部科学省における事業 

 

●「政策のための科学」の推進のための人材育成 
H30 予算 4.7 億円（補助金分） 

 
客観的根拠に基づいた合理的なプロセスによる政策形成を実現するた

め、事実・データを分析した上で社会をデザインし、その社会の実現に向
けた政策選択に必要な政策効果の検証等を行うための基礎となる学問分野
「政策のための科学」の発展と人材育成や、エビデンスの有効活用と合理
的意志決定のための行政官と研究者との対話や相互理解などを進める。 
具体的には、大学院を中核とした国際水準の拠点の構築を支援。 

  ＜例＞ 
  ・大阪大学及び京都大学は連携して、科学技術の倫理的・法的・社会的問題

（ELSI）研究を領域の軸とし、学問分野間および学問と政策・社会の間を
つなぐ人材の育成を目的として、既設の修士課程に副専攻を設置。 

 
●次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT） 

H30 予算 3.6 億円 
 

大学等の研究開発成果を基にした起業や新事業創出に挑戦する人材の育
成、関係者・関係機関によるベンチャー・エコシステムの構築を目的と
し、各大学等で実施してきたアントレプレナー育成に係る取組の成果や知
見を活用しつつ、人材育成プログラムへの受講生の拡大やロールモデル創
出の加速に向けたプログラムの発展に取り組むことで、起業活動率の向
上、アントレプレナーシップの醸成を目指し、我が国のベンチャー創出力
を強化する事業。 
５コンソーシアムを採択し、アントレプレナー育成に係る高度なプログ

ラム開発等、エコシステム構築に資する費用を支援。 
＜例＞ 

  ・名古屋大学が主幹機関となる「Tokai-EDGE（Tongali) プログラム）では、
専門分野における基礎能力と鋭利なマインドセットを基盤として併せ持
ち、イノベーションをリードするアクションを起こす人材を育成するこ
とを目的とし、外部機関（大学・研究機関・企業）とも連携して体系的な
教育システムを構築。 

 
●科学技術コミュニケーション推進事業 

H30 予算 26 億円の内数（運営費交付金中の推計額） 
 

科学技術イノベーションにより社会的課題などへの対応を図るため、日
本科学未来館等の科学コミュニケーション活動の場の運営・提供、科学コ
ミュニケーターの養成等、共創的科学技術イノベーションの推進に向けた
取組を実施。 
科学技術の面白さを伝えるとともに、国民の疑問や期待を研究者に伝え

るなど、科学者・技術者と市民との橋渡しとともに、共創に向けた対話・
協働の場を構築する、科学コミュニケーターを日本科学未来館において、
育成。 

参考資料 
科学技術・学術審議会 学術分科会 

人文学・社会科学振興の在り方に 

関するワーキンググループ（第 2回） 
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２．科学技術・学術審議会における検討 
 

●科学技術社会連携委員会における検討 

 

現在、日本科学未来館、国立科学博物館などが独自に科学コミュニケー

ターを育成しており、科学コミュニケーターの役割、資質を明確化し、資

質向上に必要な取組の推進が課題。 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会科学技術社会連携委員会に

おいて、科学コミュニケーターの状況を把握し、「科学コミュニケーター」

の役割等を含め、今後の在り方を検討中。 

 

３．大学等における取組 

 

●人文知コミュニケーターの育成 

H30 予算 国立大学法人運営費交付金の内数 

 

人間文化研究機構において、平成 28 年度に「総合情報発信センター」

を設置し、学術的、社会的要請に応えて、機構内の諸機関の研究情報はも

とより、法人の枠を超えて国内外の多様な大学等研究機関と連携して、研

究情報の国際的な発信を行う体制を整備。その一環で、人文知コミュニケ

ーター（社会への発信や連携のスキルを有する研究者）の育成等を実施。 

 

●大学における取組例 

 

  ・東京大学では、「博士課程教育リーディングプログラム」（オールラウンド

型）に採択され（H25-H31）、革新的科学技術と社会制度・公共政策の統合

的解決策を提示し、多様な関係者と連携してそれを実行できる人材を養

成することを目的とし、専門分野の知識基盤を１つ以上身に着けた上で、

俯瞰的知識に基づく社会システム設計能力やグローバルな場における課

題解決の実践能力を獲得することを重視した教育を実施。 

 

  ・北海道大学は H17 年度より、科学技術コミュニケーションに携わる人材

を育成（現在は科学技術コミュニケーション教育研究部門（CoSTEP）にお

いて実施）。 

   

  ・同志社大学生命医科学部では H28 年度に文理横断型教育サイエンスコミ

ュニケーター養成副専攻を設置し、コミュニケーターを育成。 

 

 ※公表資料に基づき学術企画室作成。 
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